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１．はじめに　～問題の所在～

イギリスやカナダといった小選挙区制を採用する国々では、概して二大政党制システ

ムが作動するとされる。政権交代もこの二大政党のあいだでなされることが多く、その

ことが安定した政治をもたらすとされてきた。ところが小選挙区制を採用する国であっ

てもどの党も単独過半数を得ることができず、いわゆるハング・パーラメント（宙づり

議会）状況となった結果、少数与党による政権運営を余儀なくされる状況も生じるように

なっている。

近年のカナダにおける政党政治を見た場合、ハング・パーラメント状況が連邦レベル

のみならず、州レベルの政治においても生じていることが特徴的である。連邦と州双方

のレベルで小選挙区制と議院内閣制を採用していることや、連邦と州で異なる政党政治

が展開される二元的政党システムになっていることもあり、カナダにおいては今後もハ

ング・パーラメント状況が頻繁にではないにせよ、生じる可能性がある。有権者の価値

観が多様化するなかで既存の政党がその受け皿たりえず、たとえば緑の党など新たな価

値観を標榜する政党がキャスティング・ボートを握ることもありうるのである。

それでは、カナダにおいてハング・パーラメント状況が生じた場合、実際にはどのよ

うにして政権形成がなされるのだろうか。そして政権形成にあたっては、なんらかのカ

ナダ特有の政治制度が関与し、あるいは作動することはあるのだろうか。本稿ではこの

ような問いを設定したうえで、近年のカナダ政治におけるハング・パーラメント状況を

素材として分析を行う。

ベルギーやオランダなど選挙制度として比例代表制を採用し、ハング・パーラメント

状況と連立政権が常態化している国々では、政権形成にあたって国王と連絡を密にしつ
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つ、各党間の調整を担う情報提供者の存在が知られている (1)。他方カナダではイギリス

と同様、これまでハング・パーラメント状況にあっても連立政権ではなく、あくまでも

第一党による少数単独与党政権となる傾向があるとされてきたことから、国王の代理人

である総督や副総督が政治の表舞台に登場することは少なかった (2)。しかし最近では、

連立政権ではないものの、後述するように複数の政党が「協定」に基づいて政権を運営し

たり、あるいは少数単独与党政権が何らかのタイプの閣外協力を得ることで政権を維持

するといった状況も生じるようになっている (3)。その際ベルギーなどと同様、政権形成

にあたって君主の権限にもとづいた総督や副総督による政治的裁定が必要となる事例も

散見されるようになっているのである。

近年のそのようなハング・パーラメントの事例としては、2017 年 5 月に行われたブリ

ティッシュ・コロンビア（BC）州議会総選挙とその後の政権形成プロセスがある。この総

選挙は異例の経過をたどり、選挙後 50 日にしてようやく、州議会第二党となった BC 州

新民主党（BC 州 NDP）を第三党である BC 州緑の党（BC 州 Green）が締結した協定にも

とづいて、閣外協力のかたちで支える政権が発足することとなった (4)。後述するように、

政権継続を訴えて一歩も引かない現職の州首相と、第三党のサポートを得て政権発足を

もくろむ第二党党首のどちらに州首相の地位を委ねるか、この時副総督の政治的裁量と

個人的な力量とが問われることとなったのである。

ここで問題となるのは、副総督はどのような法的、あるいは政治的根拠にもとづき裁

定を下したのかということである。本稿ではこれまでの事例や先行研究を参照しつつ、

副総督の権限について分析を行う。総督と同様、これまでは州の元首としての儀礼的役

割を担う統合の象徴としてのみ考えられてきた副総督が、現代カナダにおいて新たな政

治的役割を担わざるを得なくなった点を、たとえば民主的な正統性や民意の反映といっ

た観点からどのように考えればよいのかといったこともその際問題となろう。副総督の

政治的役割は、連邦レベルにおける総督の同様の役割を準用するかたちで論じられるこ

とが多いことから、総督の政治的・法的位置づけにも触れつつ考察することとしたい。

１．１．先行研究

上述の問いに関連した先行研究については、大きくは①少数与党政権についてのもの

と、②ハング・パーラメント状況下での政権形成における総督の権限と役割についての

ものの二つの類型に分けられ、これらの論点にまたがって古くはユージーン・フォーシー

（Eugene Forsey）による古典的な研究や著作がある (5)。ただカナダにおいて特徴的なの

は、双方の論点とも 21 世紀に入ってから新たなかたちで議論がなされるようになってい

る点にあり、それは 2008 年から翌年にかけて起こった連邦議会停会騒動、いわゆる「憲
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法危機（Constitutional Crisis）」に端を発しているところにある (6)。この時、少数単独与

党での政権運営を余儀なくされていたスティーブン・ハーパー（Stephen J. Harper）連
邦首相（カナダ保守党）に対して、連立政権の樹立を模索した野党連合が内閣不信任案を

提出し、その可決を避けるためにハーパー首相は連邦総督に対して議会の停会を要請し

認められたことは今なお記憶に新しい。それ以来、総督の政治的権限をめぐって政治学

者のみならず、憲法学者なども積極的に議論を重ねるようになっているのが特徴的であ

る。前者の少数与党政権については、ピーター・ラッセル（Peter H. Russell）など主と

して政治学者が論じ、後者の総督権限については憲法学者が論じることが多い傾向には

あるものの、以下本稿で見るように重複する議論も少なくない。

20 世紀をとおして、二大政党制システムが稼働しどちらかの政党が過半数を占めるこ

とが自明視されていた時代、カナダでは連立政権についての研究よりもむしろ、社会信

用党や CCF（のちの NDP）、ケベック州のユニオン・ナシオナル党といった有力な第三

政党、あるいは地域政党についての研究に重点があった (7)。総督の政治的権限についても、

政治学の見地からそれほど盛んになされてきたとは言い難く、憲法学の領域においても

教科書的に、淡々と静的に叙述されることが多かった (8)。また副総督に関する研究はほ

とんどなく、歴史学者ジョン・T・セイウェル（John T. Saywell）によるものがほぼ唯一

のものであった (9)。1957 年に出版されたこの研究は 2018 年に再版されているが、これ

は言うまでもなく総督や副総督に関する近年の動向を受けてのものであろう。

総督・副総督の権限は、カナダ立憲君主制の中枢にある国王に由来するものであるこ

とから、本来国王、あるいは「王冠（The Crown）」について政治学的、憲法学的に考察

することが必要不可欠である (10)。しかしやはり「憲法危機」までは、先述のフォーシー

のほかにはデービッド・スミス（David E. Smith）によるものがある程度であった (11)。

1995 年に初版が、そして 2013 年に新たな序文を加えて再版されたこの著作において、

スミスはカナダという国家の中枢には、「王冠」が第一の原理として現代でも存在してい

ると指摘し、カナダの政治制度と「王冠」とのつながりを丹念にたどっている。またカ

ナダの立憲君主制が総督のみではなく、副総督らも総督と同様、国王の直接の代理人と

して州を代表していることを指摘し、そのような二重構造を「複合君主制（Compound 
Monarchy）」と呼んだことでも知られている (12)。つまりスミスの議論は、カナダにおけ

る立憲君主制の構造を、連邦制の枠組みなどもふまえて包括的に理解しようとした点に

特徴がある。「憲法危機」以降、研究者のみならずジャーナリストらも含めて盛んになさ

れるようになった感のある立憲君主制や総督、副総督に関する研究は、もとをたどれば

フォーシーやセイウェル、スミスの研究につながると言っても過言ではない。本稿では

これらの研究に触れつつ、提示した問いについて考察していくこととしたい。
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２．2017 年 BC州議会総選挙とその後の政権形成

今夜私は副総督に対して再度の州議会の解散を求めたが、副総督は拒否した。（中略）

私は辞任を申し出た。（中略）副総督はほかの方法をすでに選んでいる。副総督から説明

があるだろう。私はホーガン議員（注：BC 州 NDP 党首）とウィーバー議員（注：BC 州

Green 党首）を祝福する (13)。

2017 年 5 月 9 日に行われた BC 州総選挙から二か月近く経った 6 月 29 日、BC 州の

ジュディス・ギッション（Judith Guichon）副総督と90分近くの会談を終えたクリスティ・

クラーク（Christy Clark）州首相は副総督公邸前でこのように述べ、自らの辞任と新政

権への祝意を示した。総選挙後この日に至るまで、クラーク州首相は単独過半数には及

ばなかったものの、それでも BC 州自由党が比較第一党であることを強調して政権を継

続する意思を示し続けてきた。5 月 29 日の声明でも、この日に出された BC 州 NDP と

BC 州 Green による協定合意案について、それが州の将来を大きく揺るがしかねない結

果をもたらすと非難した。そのうえで現在政権の座にあるものとして、そして州議会で

最も議席を得た政党として将来のことを考える責任があると述べ、政権継続への強い意

欲をにじませていた (14)。

6 月 29 日のギッション副総督との会談で、クラーク州首相はこのような自らの考えを

説明したうえで、副総督に対して再度の総選挙の実施を進言した。ところが副総督はそ

の申し出を拒否したため、クラーク州首相はその場で自らの辞任と内閣総辞職を副総督

に伝えることとなった。副総督はその後すぐにホーガン議員を副総督公邸に呼んで組閣

を要請し、同議員は受諾した。この瞬間 BC 州で 16 年ぶりに政権交代が起こることとなっ

たのである。

では、このような結果を生むこととなった BC 州議会総選挙での争点はどのようなも

のだったのだろうか。2001 年以来政権与党でありつづけた BC 州自由党政権は、州営企

業の民営化などを進めるなど新自由主義的な経済政策を推進し、また積極的な投資の呼

び込みを行うなどして BC 州経済を持続的に発展させてきた。2010 年に導入した連邦売

上税（GST）と州売上税（PST）を統合した統合売上税（HST）が州民の不評を買い、2011
年の州民投票を経て元の税制に戻すといった失敗はあったものの、総じて BC 州自由党

政権はこの間一貫して好調な経済を維持することに成功してきたと言ってよい。一方、

好調な経済の負の側面としての住宅価格や賃貸価格の暴騰が指摘されており、選挙の際

はそれらの原因となっているとされた非居住所有者による投資目的での住宅取得制限や

課税をめぐる政策論争、さらにはアルバータ州から BC 州北部の海岸をつなぐ石油パイ

プライン建設の是非やそれによる環境破壊への懸念といったことが争点となったほか、
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長期政権への飽きも語られるようになっていた。

5 月 9 日に行われた総選挙において、結局 BC 州自由党は議席を減らしたものの、そ

れでも全 87 議席中 43 議席を獲得して比較第一党の座を守った。これに対して BC 州

NDP は 41 議席、BC 州 Green は 3 議席を確保し、その結果どの政党も単独過半数を制

していないなかで、新政権発足に向けての動きが合従連衡の試みも含めて盛んになされ

ることとなった (15)。なお、このようなハング・パーラメント状況は、BC 州では 1952
年以来 65 年ぶりのことであった。また、パイプラインの建設にともなう豊かな自然環境

の破壊や巨大タンカーの事故への懸念が有権者のあいだで広がった結果、連邦レベルと

州レベル双方において、Green が 2 議席以上を得た初めての選挙でもあったことも特筆

される。

先述のようにクラーク州首相は選挙後も政権の維持を模索していたが、第二党である

BC 州 NDP と第三党である BC 州 Green は次期政権に向けての覚書を発表しており（5
月29日）、州議会開会直後にクラーク内閣不信任案を提出することを明言していた。“2017 
Confidence and Supply Agreement Between the BC Green Caucus and the BC New 
Democrat Caucus”と題した両党の協定では、BC 州 Green が BC 州 NDP 政府をサポー

トする見返りに、環境問題、社会保障問題、選挙制度と政治資金に関する問題といった政

策課題を協調して進歩させることや、現行の選挙制度である小選挙区制について抜本的

な制度改革を行うため、同年10月以降に州民投票を実施することなどが盛り込まれた (16)。

総選挙から一か月超が過ぎた 6 月 22 日に BC 州議会が招集され、副総督による施政方

針演説（Throne Speech）が行われたが、BC 州 NDP と BC 州 Green はその直後にクラー

ク内閣不信任案を提出した。29 日に採決が行われた結果一票差で不信任案が可決され、

政治情勢が一気に緊迫することとなった。最終的には副総督の裁定によって新たな内閣

が発足することになったのは、すでに述べた通りである。

このようにして発足した新政権であるが、この政権は第二党を第三党がサポートする

という一種の連合政権である点に特徴がある。先述のようにクラーク州首相は総選挙後

も、この選挙において州民が州議会第一党の地位を与えたのはあくまでも BC 州自由党

であって、その点に政権継続の正統性が存在するとしていた。つまりクラーク州首相は、

第二党を第三党がサポートするというかたちの政権構想が、はたして BC 州民の民意を

反映しているのか、選挙期間中、さらには選挙投票時において、BC 州民は第二党と第三

党に政権を託す選択は行っていないのではないかと主張したのである。たしかに選挙期

間中、両党は各選挙区で競合して激しい選挙戦を展開していたことから、選挙後に閣外

協力の協定を結んで新たな政権枠組みを提示することに、民主主義的な意味での正統性

が存在するのか否かは議論の分かれるところでもあった (17)。

クラーク州首相と同様の主張は、連邦政治レベルでも 2008 年の「憲法危機」の際にな
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された。ハーパー連邦首相は、連邦自由党、連邦 NDP、ケベック連合の三党からなる枠

組み、すなわち連邦自由党と連邦 NDP が連立し、ケベック連合がその連立政権をサポー

トするという政権構想を激しく批判し、総選挙でこれらの政党にカナダ国民は政権を託

しておらず、そこに民意はないと激しく批判したのであった (18)。BC 州副総督は、この

ような緊迫した状況で、きわめて政治的な判断を迫られることとなったのである。

２．１．オンタリオ州における少数与党政権と協定枠組み

BC 州の事例と同様、第二党と第三党が協定を結んで政権を樹立しようとする試みが過

去になかったわけではない。1985 年のオンタリオ州議会総選挙において、政権与党であ

るオンタリオ州進歩保守党は獲得議席数が過半数に届かなかったものの、新たに党首と

なったフランク・ミラー（Frank Miller）は政権継続を念頭に置いていた（全 125 議席中、

オンタリオ州進歩保守党 52 議席、オンタリオ州自由党 48 議席、オンタリオ州 NDP25
議席）。ミラーは州首相に就任して副総督による施政方針演説を行ったものの、その直後

に州自由党（第二党）と州 NDP（第三党）の間で新たな政権枠組みの協定が締結され、開

会した州議会冒頭で州 NDP 党首のボブ・レー（Bob Rae）が提出した内閣不信任案が可

決されることとなった。

当時のオンタリオ州副総督ジョン・ブラック・エアド（John Black Aird）はこれを受

けて、州自由党党首のデービッド・ピーターソン（David Peterson）に組閣を要請し、そ

の結果州 NDP が協定にもとづき州自由党政権を閣外から支える政権が発足することと

なった (19)。この時ミラー州首相は、前回の総選挙からわずか二か月後ではあるものの、

この状況の“合理的な解決方法”は、州議会を解散して再度総選挙を実施することである

と主張したが、副総督はこれを受け入れなかった (20)。副総督はあらかじめ各政党に書

簡を送り、そのなかで施政方針演説が不信任となっても州議会解散には同意するつもり

はなく、野党第一党党首を呼んで組閣を要請するとしていた (21)。この時州自由党と州

NDP の間で結ばれた協定は、“Liberal-NDP Accord”と呼ばれる (22)。内容は、①今後二

年間は州 NDP が州自由党政権を支え、信任にかかる法案・議案についてはすべて信任

すること、②また向こう二年間、州自由党は州議会を解散せず、総選挙に打って出ない

ことなどからなる。

このように協定にもとづき第二党を第三党が支える政権枠組みは、BC 州の事例とほぼ

同じである。そしてこの時、ハング・パーラメント状況下での州首相の選任という、副

総督による政治的権限の行使が問題となった点でも BC 州の事例と類似していることが

わかる。
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３．ハング・パーラメント状況下における「政権形成」と「政権運営」

それではカナダ政治においてハング・パーラメント状況が生じた場合、BC 州やオンタ

リオ州の事例、さらには「憲法危機」の時のように、総督や副総督らによる政治的権限の

行使が現実になされるか、あるいはなされる可能性のある状況が必ず生じるのだろうか。

実はハング・パーラメント状況においても、総督らが権限を行使することなしに少数

与党単独で政権運営が継続することがある。少数単独与党政権について論じた 2009 年

の論考によれば、それまでカナダでは連邦レベルで 13 の事例があった。そのうち最も

長く政権を維持したのが 1921 年から 25 年にかけてのマッケンジー・キング（William 
Lyon Mackenzie King）政権（3 年 11 か月）であり、もっとも短かったのが、1979 年か

ら 80 年のジョー・クラーク（Joe Clark）政権（9 か月）であった (23)。少数単独与党政権

の事例は 21 世紀に入ってから頻発する傾向にあり、ポール・マーティン（Paul Martin）
政権（2004 ～ 06 年）、ハーパー政権（2006 ～ 11 年）、そして現在のジャスティン・トル

ドー（Justin Trudeau）政権（2019 年～現在）である。数としては多くはないものの、カ

ナダ政治はハング・パーラメント状況をこれまで何度か経験してきたことがわかる。

このような事例のほとんどでは、少数単独与党政権が政策ごと（issue by issue）に野党

からの支持を調達し、さらには否決がただちに内閣不信任へとつながる予算案への賛成

も得ることで少数単独与党での政権運営を維持してきた (24)。上で示した少数単独与党政

権の事例のうちクラーク政権は短命に終わっているが、これは野党との協議が不調に終

わった結果、予算案が否決されたことによる。カナダには連立政権の伝統がないとされ

るが、逆に言えば連立政権の代わりに、政策ごと、あるいは予算案について野党からの

賛成を調達することで少数単独与党政権を維持する「伝統」があったとも言えよう。

したがって少数単独与党ではあるものの、政策ごとに野党からの支持を得て継続的に

「政権運営」を行っていく場合は、総督や副総督の政治的権限が問題になることはほとん

どなく、あるとすれば支持の調達が失敗に終わった場合ということになろう。逆に総督

や副総督らの政治的権限が行使される可能性があるのは、BC 州やオンタリオ州の事例

で示したように、総選挙直後に政権奪取をめざして政党間で争う「政権形成」の時である。

このようにハング・パーラメント状況が形成された直後の「政権形成」と、その後の「政

権運営」を分けて考えることで、総督や副総督の政治的権限が行使されうる状況が明確と

なるように思われる。
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４．副総督の法的位置づけ

ここまで、カナダにおいてハング・パーラメント状況が生じた際、どのように総督や

副総督の政治的権限が行使されうるのか、BC 州などの事例を中心に見てきた。そして総

選挙直後、つまりハング・パーラメント状況が生じた直後の「政権形成」時において、そ

ういった政治的権限が行使されうることを示した。

では、そのような権限を持つ副総督の法的位置づけとはどのようなものなのだろうか。

総督については、その存在が果たして国家元首（Head of State）なのかどうかも含めて、

これまで実際の政治過程や政治学、憲法学の見地から議論されることもあったが、副総

督についての議論はあまりない (25)。ただ基本的には総督の法的・政治的役割が、ほぼそ

のまま副総督においても類推適用されるかたちで理解がなされていると考えてよい (26)。

1867 年憲法法によれば、国王ではなく、総督が副総督を任命することとなっている（第

58 条）。そしてこの任命は、総督のほかの行為と同様、連邦首相のアドバイスにもとづ

くものとされる。副総督の任命にあたって、憲法上は州政府や州首相に事前に折衝する

必要はないものと解されている (27)。また副総督の俸給は州ではなく連邦議会が定める（第

60 条）とされており、副総督は総督によって任命されるものの、形式的としてはカナダ

国王を直接代理する存在とされ、副総督が州法を裁可するときなどは、総督ではなくカ

ナダ国王の名においてなされる (28)。

かつて副総督は、あくまでも中央から派遣された連邦政府直属の官吏の意味合いが強

く、もともとは州の象徴や代表としての色彩を備えていなかった (29)。実際、州政府が中

央の意向に反するような政策決定を行おうとするときなど、副総督は連邦政府の代理人

として行動し、過去には州首相の解任を強行したこともあった (30)。しかし今日では、副

総督が任命されたのちは、連邦政府の指揮に服すことはなく、もはや連邦政府の官吏

（Agent）ではないと解されている (31)。すなわち、副総督の地位に就いたものは、議院内

閣制や議会制民主主義を中軸とする責任政府（Responsible Government）の慣習に則っ

て、議会で多数派を形成し信任を得ている州内閣のアドバイス（指示）にのみもとづいて

行動し、州法の裁可などを行うということになるのである (32)。したがって副総督は総督

と同様、政治的に独自の判断をすることは原則として許されず、あくまでも儀礼的な存

在にとどまるものとされる (33)。
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５．副総督のバックグラウンド

それでは副総督に任命されるひとびとは、どのようなバックグラウンドを持つのだろ

うか。ここでは近年の特徴的な事例を示したのちに、BC 州におけるこれまでの副総督の

バックグラウンドについて触れておきたい。

2020 年 8 月 26 日、サラマ・ラカーニ（Salama Lakhani）が新たなアルバータ州副総

督に就任した。ラカーニはアフリカのウガンダ生まれだが、両親は南アジアからウガン

ダへの移民である。彼女はまた 1972 年のウガンダ・アミン政権によるアジア系移民追

放事件を受けてイギリスにわたり、その後カナダへとやってきた難民出身者でもある (34)。

イスラム教徒でもあるラカーニは、このようにマイノリティとしての属性を幾重にも持

ち、おそらくそのことも副総督に選ばれた際には考慮されたと考えられる。

カナダの国民統合の象徴である総督の地位には、いわゆるマイノリティのひとびとが

就くことが多く、そのことがカナダの国是である多文化主義を際立たせてきた。他方副

総督についてはこれまであまり注目されることはなかったが、総督と同様に多様なバッ

クグラウンドを持つひとびとが任命されており、この点は BC 州についても当てはまる。

表１．近年の歴代BC州副総督とそのバックグラウンド

1988-1995 David Lam 男性 中国系

2001-2007 Iona Campagnolo 女性 政治家出身

2007-2012 Steven Point 男性 先住民出身

2012-18 Judith Guichon 女性 牧場経営者

2018- Janet Austin 女性 Vancouver YWCA

表に示した通り、BC 州では 1988 年以来、移民出身者や女性、そして先住民がこの

地位に就いていることがわかる。クラーク州首相による解散の要請に応じず、辞任と内

閣総辞職に追い込むこととなったギッションは、オンタリオ州から BC 州に移り住んで

夫とともに牧場を経営するとともに、地域の活動に積極的に参加するなど、それまで政

治とは無縁な、いわば普通の市民として暮らしてきたという経歴を持つ。なお 1974 年

にアルバータ州副総督に就任したラルフ・スタインハウアー（Ralph Steinhauer）はカ

ナダではじめての先住民出身者だったが、その後オンタリオ州（2002 年）、BC 州（2007
年）、ニューブランズウィック州（2009 年）でも先住民出身の副総督が就任している点も

指摘しておきたい (35)。このように見てみると、総督・副総督ともに、かつては政治家出
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身者から選ばれることが多かったが、今日では政治とはかかわりのない多様性を重視し

た人選が行われる傾向にあると言ってよいだろう。しかし逆に言えば、現実政治にかか

わったことのない総督や副総督が、ハング・パーラメント状況下での政権形成だけでなく、

なんらかの政治的な緊張状態が生じた場合、どのように政治的判断を行いうるのかとい

う別の問題も存在するように思われる。

実は BC 州では、この問題が現実のものとなりかけたことがある。1991 年、ビル・バ

ンダーザム（William Vander Zalm）州首相（社会信用党）は、自らも関係するとされた金

銭スキャンダル（利益相反案件）で調査・捜査対象となったものの辞任しようとせず、そ

のことに抗議した複数の閣僚が辞任するなど窮地に立たされた (36)。バンダーザムは仮に

自らの関与を認める調査結果が出ても無視し、逆に副総督に対して州議会解散を要請す

るつもりだったとされる (37)。このような状況を受けて、デービッド・ラム（David Lam）

副総督はあらかじめ憲法学者ら専門家から聴取を重ねたうえで、州議会解散の要請があっ

た場合はそれを拒否するとともに、バンダーザムが辞任しない場合には、副総督の権限

にもとづき州首相を解任する決意を固めていたとされる (38)。

ラム副総督は、BC 州史上はじめての中国系移民出身者の副総督であった。香港で生ま

れ、その後カナダに移住したラムは、もともとはバンクーバーで不動産業を営む実業家

であり、副総督就任まで政治との接点はほとんどなかった (39)。そのようなバックグラウ

ンドを持つ人物が、州議会解散や州首相解任をめぐって文字通り政治の表舞台に出てこ

ざるを得ない状況となったのである。

結局バンダーザムが自ら辞任したことで、最終的には副総督がその権限を実際に行使

することはなかった。しかし仮に州首相解任が現実になされていれば、副総督の権限と

実際の政治とのかかわりをめぐってきわめて重大な問題が生じていた可能性が高い。副

総督の判断と現実政治との相克が、実際に起こりうることを示した事件だったと言えよ

う。

６．副総督の“Personal Prerogatives”と“Reserve Power”

副総督が持つとされてきた政治的権限とその行使について、カナダの憲法学者や政治

学者はどのように考えてきたのだろうか。総督は裁可（Royal Assent）を与えることで議

会の立法プロセスを完成させなくてはならず、そこには総督の自由裁量（Discretionary 
Role）が関与する余地は全くない (40)。このことは副総督にあっても同様である (41)。しか

し憲法学者であるピーター・ホッグ（Peter W. Hogg）によれば、にもかかわらず、総督

らが個人的な自由裁量を働かせる局面がいくつか存在するという。それがたとえば、内
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閣の総辞職後に新たな首相を選任する時などである (42)。この時総督らは内閣の助言なし

に、あるいはむしろ助言とは異なる判断をすることがありうるとされる (43)。ホッグによ

れば、そういった状況となるのは、政府が議会で信任を失った場合や議会が解散された

場合、または選挙結果が僅差であるか、議会で政党が分裂したことによって、どの政党

が多数の信任を得て内閣を組織できるかがはっきりしない場合である (44)。もちろん総督

には選挙で選ばれた民意という土台はないものの、こういう時にこそ党派性を超えて、

公平な判断が求められる。ホッグはこのような総督らの役割を、裁判官になぞらえて説

明している。すなわち、総督らと同じく、裁判官も選挙で選ばれたものではないが、だ

からこそ公平な判断をする存在として、大きな権限を与えられているとするのである (45)。

この点について、カナダの立憲君主制について法的慣習とのかかわりから研究してきた

アンドリュー・ハード（Andrew Heard）も同様の指摘をしている。すなわちハードは、

総督や副総督らは、政府を任命する時と解任する時の二つの時点において、法的慣習に

よって厳しく制限はされるものの、それでも完全な法的自由、ホッグの言葉で言えば自

由裁量を持っているとするのである (46)。

こういった総督や副総督らの自由裁量については、政治学からも同様の議論があるこ

とを指摘しておきたい。政治学者デービッド・ジョンソン（David Johnson）によれば、

本稿でも先述したオンタリオ州の事例は、ハング・パーラメント状況や少数派政権の時

にいくつかの憲法学的な真実を提示するものである (47)。副総督は、州議会において多数

派を形成できる政党指導者に組閣を要請するべきであって、それが仮に第三党のサポー

トを受けた第二党の党首であってもよい (48)。ハング・パーラメント状況にあっては、最

も多くの議員を擁する政党のリーダーではなく、議会から多数の信任を得ることができ

るリーダーに組閣を要請するべきであるとしている (49)。このようなスタンスに依拠する

ならば、BC 州やオンタリオ州の事例もカナダにおける統治のひとつのかたちとして理解

することは可能であるようにも思われる。

しかし一方で、総督や副総督の自由裁量にもとづく首相らの任命が、どのような考え

によってなされたかを問うことはまた別の問題であり、場合によってはその判断に至っ

た根拠が検討される必要がある。BC 州の事例でギッション副総督は、クラーク州首相

の州議会解散要請を拒否してホーガン BC 州 NDP 党首に組閣を依頼するにあたって「BC
州副総督として、そしてカナダ国王の名代としてクラーク州首相の辞任を認め、ホーガ

ン氏に組閣を要請した」との簡潔なプレスリリースを発表したのみであり、その判断に

至った理由等については今日まで明らかとなっていない (50)。ギッションは判断にあたっ

て、カナダのみならずイギリスやオーストラリアの憲法学者などから幅広く意見を聴取

したとされる (51)。しかしその内容は明らかになっておらず、副総督が行使した自由裁量

にもとづく判断の内容についての議論ができないままとなっている。副総督が判断を下
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した際の事実関係については、公文書の開示か、あるいはたとえば今後出版されるかど

うかもわからない回顧録やインタビューを待つほかない。首相任命という実質的判断が

どのようになされたのかはいまのところブラックボックスのままであり、このことをど

う考えるのかということもまた、現代カナダ政治と民主主義との関係を考えるうえで重

要な論点であるように思われる。

実は先に触れた BC 州のラム副総督の事例は、図らずもこういった問題点を明確に示

唆するものでもあった。というのも、ラム副総督が念頭に置いていたとされるバンダー

ザム州首相解任のシナリオは、公文書等の公開によってではなく、全く想定していない

かたちで明らかになったものだったからである。ラム副総督は退任直前、香港の英字紙

である『サウスチャイナ・モーニングポスト』紙のインタビューに応じ、中国系初の副総

督として経験したことや副総督という役職について紹介するとともに、州首相の解任寸

前までいった政治状況までも明らかにした (52)。ラム自身はこの記事の内容がカナダに伝

わることを想定していなかったとされる (53)。しかしその後、BC 州の地元紙である『バン

クーバー・サン』紙が同記事の概要を報じたことから、副総督と州首相とのあいだで生じ

た緊張関係の詳細が明らかとなったのであった (54)。

総督や副総督の政治的役割について論じてきた D・マイケル・ジャクソン（D. Michael 
Jackson）は、総督らの政治的介入、あるいは政治的権限の行使は通常目立つものではな

く、またその機密保持も必要であるとする (55)。しかしそれでも、総督や副総督に留保さ

れた自由裁量は、なんの民主的な統制も受けずに行使され、そしてその内容について公

開されなくてもよいのだろうかという疑問は残る。本稿で触れた BC 州の事例は、そう

いった問題点を浮き彫りにしたとも言えよう。

まとめ

ここまで BC 州の事例などを中心に、カナダでハング・パーラメント状況が生じた際

における政権形成の問題について、副総督がどのように政治的判断を行いうるのか考察

してきた。本稿でも明らかにしてきた通り、副総督には法的権限として、州首相の任命

と解任について自由裁量があるとされ、それにもとづいて任免がなされることを指摘し

た。

ハング・パーラメント状況となって首相が自動的に決まらない場合において、総督、

副総督らが自由裁量にもとづいて首班を依頼する仕組みは、カナダの統治メカニズムが

用意した一種の安全装置と理解できなくもない。だがこの仕組みは、あくまでもどちら

かの政党が単独過半数を制する二大政党制のもとでの統治を前提としたものであって、
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例外的状況で使われることを念頭に置いたものであるようにも思われる。

しかし本稿でも指摘してきた通り、カナダでは、21 世紀に入ってから連邦レベル・州

レベル問わず、ハング・パーラメント状況が以前よりも生じやすい傾向にある。つまり

総督や副総督らによる、あくまでも例外的状況で想定されていた権限の行使が、もはや

例外的ではなくなりつつあるように見受けられるのである。

元来、誰が州首相の地位に、どのようなプロセスを経て就くかを有権者が知ることは、

公平な選挙を通じて統治者を選ぶ民主主義の理念の根幹をなすものである。ところが BC
州の事例などが示すように、副総督による州首相の任免のプロセスは公式には明らかに

なっておらず、また公開する仕組みも現在のところ存在しない。その結果事後の検証が

できず、プロセスそのものが一種のブラックボックスと化しており、本稿では、この点

に民主主義的な意味での正統性という観点から問題がありうることも示唆した。

歴史学者セイウェルは、副総督について論じた自らの研究が 1986 年に再版された際、

付け加えた新たな章で、この著作の初版がでてから 30 年間、副総督をめぐる状況はほと

んど何も変化がなかったと淡々と述べている (56)。さらにそれから40年近くが過ぎた現在、

本稿で見てきたように連邦レベル・州レベル双方において、総督や副総督の政治的役割

についての議論が盛んになされるようになってきた。そして州レベルにおけるハング・

パーラメント状況を受けての副総督の政治的役割に注目が集まるなど、あらためてカナ

ダ政治における立憲君主制、あるいは「王冠」の役割についての議論が「複合的」になされ

るようになってきている。

総督や副総督による実質的な政治判断は、ハング・パーラメント状況における稀有な

事例ではあるものの、しかしだからと言って例外的なものでもないことは本稿で示唆し

てきた通りである。またこのような状況はカナダだけではなく、たとえばオーストラリ

アでも生じている (57)。カナダの事例を考察するにあたっては、このような他国の事例と

の比較分析が有用であり、実際コモンウェルス諸国間での比較研究もなされるようになっ

ている (58)。カナダにおける立憲君主制と実際の政治との関係について、コモンウェルス

諸国間での比較の視座を踏まえたさらなる研究の深化が今後必要であろう。
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